
1 はじめに 

 我が国の地方中心都市は，人口増加期において，自

動車交通の拡大に伴う市街地の拡散(スプロール)を経

験してきた．今後，人口減少・高齢化・少子化を迎え

る地方中心都市では，低下する税収と拡散した市街地

における老朽化する社会資本の維持管理コストの増加

によって，社会資本の維持管理の非効率化が問題とな

ると予想される．なお，本研究における地方中心都市

は，財団法人日本都市センターの定義した地方中核都

市に準拠し，大都市圏の中心部(27 市区)，大都市圏の

衛星都市(210 市)を除いた，人口 20 万人以上の都市(67

市)を指す 1)．また，本研究において社会資本とは，下

水道・学校・病院と定義する 2)． 

 社会資本の維持管理コストとは，社会資本を物理的

に維持・機能確保を行うための費用である．具体的に

は，修繕費・補修費等の施設・設備の物理的機能を維

持するために必要な経費(維持費)と，社会資本の耐用

年数に達することで物理的な機能を確保するために必

要な経費(更新費)である 3)．例えば，下水道ならば，設

備維持のために施設修繕工事費・清掃業務委託料・運

転業務委託料などの維持費がかかり，また，標準耐用

年数とされる 50 年毎に更新費がかかる． 

 近年では，社会資本の維持管理の効率化のための対

応策として，必要な社会資本を見定め，それに対して

重点的に投資を行う「選択と集中」による社会資本マ

ネジメントの必要性が提起されている 2)．社会資本マ

ネジメントとは，社会資本に関する投資あるいは予算，

設計, 建設, 維持管理, 運営, 評価を, 体系的に調整し

ながら効果的な管理運営を行うことである 4)．国は，

社会資本サービス水準を評価した上での，維持管理費

の縮減のための社会資本の集約・廃止の必要性をあげ

ている 2)． 

 社会資本の集約・廃止の文脈において，地方自治体

では，公共施設マネジメントが注目されている．本研

究では，公共施設を社会資本の内の学校・病院と定義

する．公共施設マネジメントとは，保有する公共施設

を経営資源として捉え，市民ニーズや人口動態等を踏

まえた施設の運営状況，利用状況, 老朽化度やトータ

ルコスト等を調査・分析し, 最適な保有量の検討, 維持

管理の適切化, 有効活用の実践, 効果の検証を行い, 

効果的かつ効率的な管理運営を行うことである 5)．公

共施設マネジメントは，社会資本マネジメントの一領

域と考えられる． 

 公共施設マネジメントに積極的に取り組んでいる地

方中心都市としては，浜松市・四日市市・長崎市・姫

路市・豊橋市があげられる．例えば，四日市市では，

2011 年に公共施設マネジメント白書を作成し，市内の

公共施設に関する実態把握と今後の施設の統廃合を含

めた方向性の提言を行っている 6)． 

 社会資本・公共施設マネジメントは，社会資本の維

持管理の効率化に寄与する一方，都市で生活する世帯

にとって不便益を生じさせる場合がある．例えば，拡

散した市街地における学校や病院などの公共施設の統

合・廃止は，廃止地域の世帯に，生活水準を悪化させ

るなどの不便益を生じさせる．また，公共施設の統廃

合は，世帯の施設利用・立地場所の変化と転出の意思

決定を生じさせ，都市における世帯立地の格差を招く

ことで商業施設の来客数を減少させ撤退を招くなど，

主体の意思決定と相互作用によって都市構造に動的な

変化を生じさせる．これは，公共施設や商業施設の撤

退地域の生活世帯，とくに交通弱者である高齢世帯に

負の影響を与える可能性がある． 

 つまり，スプロール化した地方中心都市において，

地方自治体には，生活世帯が都市構造から享受する世

帯属性に応じた便益を考慮した上での，「選択と集中」

による社会資本マネジメント，特に公共施設マネジメ

ントが必要となる．このためには，公共施設マネジメ

ントにおける，学校・病院の統廃合の空間・時間軸上

での選択という政策シナリオ上で，社会資本維持管理

コストと，生活世帯の属性に応じた便益を同時に定量

的・動的に評価できるモデルが必要である． 

 以上の背景をふまえ，本研究では，地方自治体の社

会資本マネジメントに有用なモデルの構築を研究目的

とする．これを達成するために，人口減少下の地方中
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心都市における都市構造の動的な推移を表現し，その

都市構造における生活世帯の属性に応じた便益と社会

資本維持管理コストの計算・政策シナリオの検討が可

能な，社会資本マネジメントのためのシミュレーショ

ンモデルを構築する．また，構築したモデルの有用性

を，現実の地方中心都市に適用し検証する． 

 本稿では，研究の構想発表として，社会資本マネジ

メントのためのシミュレーションモデルについて検討

し，現実世界への適用を考える． 

2 先行研究と本研究の位置づけ 

 関連する先行研究には，将来の社会資本維持費用を

維持費と更新費の観点から推計したもの 3)，都市構造

のコンパクトシティへの変遷過程における都市サービ

スの撤退が住民に与える影響分析 7)などがあるが，政

策シナリオ上で社会資本維持管理コストと世帯便益を

分析したものは少ない．それらに対する，本研究の位

置づけは，地方中心都市の都市構造の動的な推移の表

現と，政策シナリオ上での属性別世帯便益の計算・社

会資本維持管理コストの計算が可能なモデルの構築で

ある． 

 都市構造の動的な推移を表現するためには，都市を

構成する異なる主体の意思決定と相互作用からボトム

アップにマクロレベルでの都市の推移を表現すること

が自然である．具体的な主体の差異としては，世帯な

らば世帯構成・世帯主年齢の差異，商業施設ならば，

スーパーやコンビニエンスストアといった業態の差異

があげられる．主体の意思決定としては，世帯ならば

都市における立地場所・転出の決定，商業施設ならば

都市からの撤退の意思決定がある．主体の意思決定に

は，主体の差異が要因となる．主体間の相互作用とし

ては，世帯の転出による商業施設の撤退や，世帯の立

地が集中することによる，公共施設のサービス水準の

低下があげられる． 

 このような主体の差異・意思決定と主体間の相互作

用を考慮しモデル化を行う方法としては，エージェン

トベースモデリング(ABM)が有用である．よって，本

研究のモデルは ABM によって構築を試みる． 

3 モデル 

3.1 モデルの概要 

 本研究のモデルは，地方中心都市を表す仮想都市環

境，世帯・商業施設というエージェント，下水道・学

校・病院という社会資本からなる．モデルでは，仮想

都市環境上におけるエージェントの行動を定義するこ

とによって，人口減少下の地方中心都市における都市

構造の動的な推移を表現する．都市構造の動的な推移

は，Fig.1 に示すように，世帯エージェントの所与の転

入と，意思決定による立地・施設利用・転出，商業施

設エージェントの意思決定による転出，公共施設の統

廃合で表される． 

 各エージェントは，立地場所や撤退・転出の意思決

定と，購買行動という相互作用をする．また，世帯エ

ージェントは，公共施設の利用を行い，世帯エージェ

ントの施設の利用が集中すると，施設の提供するサー

ビス水準が低下するという部分で世帯間の相互作用が

存在する．例えば，病院ならば利用者が増えるほど病

床数が不足すると想定される．世帯エージェントは，

自己の効用を計算し，効用と属性別に設定された閾値

に基づき，転出の意思決定を行う．また，モデルには

学校・病院の統廃合という政策が導入可能である．本

研究のモデルの毎ステップは現実世界における 1 ヶ月

と対応し，t=0 を初期ステップとする． 

 
Fig.1 モデルの概要 

 このモデルを構築する上では，市川(2011)のモデル
8)を用いて，必要な機能を付加する．必要な機能とし

て，学校・病院の統廃合という公共施設マネジメント

政策を選択する機能，社会資本維持管理コストを計算

する機能，属性別の便益を計算する機能をモジュール

として組み込む． 

3.2 仮想都市環境の定義 

 仮想都市環境は，地方中心都市の空間をモデル上で

表現したものである．仮想都市環境は，複数のメッシ

ュから構成される．メッシュとは，現実世界での 500m

四方の空間に相当する． 

 仮想都市環境には，下水道・学校・病院という社会

資本が存在する．それぞれの社会資本には，立地して

いるメッシュと，経過年数，規模，立地判定という属

性が定められている．例えば，仮想都市環境に存在し

うる学校に対しては，以下の Table.1 の属性が定めら

れる．公共施設の規模とは，下水道ならば整備面積，

学校ならば校舎の延べ床面積，病院ならば病床数であ

る． 

Table.1 学校の属性 
学校の全体

集合 
メッシュ

番号 経過年数 規模 立地判定 

学校 1 メッシュ

݉ଵ

経過年数

 ଵݕ
規模ݏଵ 立地 or 未立地

⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮

学校ܿݏ_݈݈ܽ メッシュ

݉ 
経過年数

 ݕ
規模ݏ 立地 or 未立地
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3.3 エージェントの定義 

 エージェントの定義 

 このモデルには，世帯エージェントと商業施設エー

ジェントという 2 種類のエージェントが存在する． 

【世帯エージェント】 

 モデルに存在しうる世帯エージェントの全体集合を，

݊_݄_݈݈ܽ ∈ Գ，ΩሾHሿ ൌ ሼ݄ଵ,⋯ , ݄__ሽと定義する．t 期

はじめに仮想都市環境に立地している世帯エージェン

トの集合を݁ݐܽܿܮ_ܪ_ܩܣሺݐሻ ⊂ ΩሾHሿ，t 期に仮想都市環

境 に 転 入 す る 世 帯 エ ー ジ ェ ン ト の 集 合 を

ሻݐሺݓ݁ܰ_ܪ_ܩܣ ⊂ ΩሾHሿ ∖ ．ሻと定義するݐሺ݁ݐܽܿܮ_ܪ_ܩܣ

また，t 期末に仮想都市環境から転出する世帯エージ

ェントの集合をݐ݂݁ܮ_ܪ_ܩܣሺݐሻ ⊂ ሻݐሺ݁ݐܽܿܮ_ܪ_ܩܣ ∪
ሻと定義する．モデルでは，tݐሺݓ݁ܰ_ܪ_ܩܣ 期はじめに

仮想都市環境に立地している世帯エージェントと t 期

に転入した世帯エージェントの和集合から，t 期に転

出する世帯エージェントの差集合，つまり， 

ݐሺ݁ݐܽܿܮ_ܪ_ܩܣ  1ሻ 
ൌ ሻݐሺ݁ݐܽܿܮ_ܪ_ܩܣ ∖  ，ሻݐሺݐ݂݁ܮ_ܪ_ܩܣ

をとることで，(t+1)期のはじめに仮想都市環境に立地

している世帯エージェントの集合とする．この操作を

ステップ毎に繰り返すことで，t 期に仮想都市環境に

立地している世帯エージェントを定める． 

 t 期に仮想都市環境に存在する世帯エージェント

݄ ∈ ሻݐሺ݁ݐܽܿܮ_ܪ_ܩܣ ∪ ሻには，属性が設ݐሺݓ݁ܰ_ܪ_ܩܣ

定される．世帯エージェントの属性は，家族類型・世

帯主年齢・車保有の有無・転出の閾値・立地メッシュ

である．転出の閾値とは世帯エージェントが都市から

転出する基準値を表し，家族類型・世帯主年齢・車保

有の有無から決定される． 

 具体的な家族類型としては，市川(2011)が定める家

族類型 8)を用いる．家族類型とは，成人単身世帯・老

人単身世帯・成人夫婦世帯・老人夫婦世帯・成人夫婦

と子供世帯・老人夫婦と成人世帯・成人片親と子供世

帯・老人片親と成人世帯・老人と成人夫婦と子供世帯

である．具体的な世帯主の年齢は，20 歳以上 80 歳以

下を想定する． また，転出の閾値は，家族類型・世帯

主年齢・車保有の有無から決定される． 

【商業施設エージェント】 

 モデルに存在しうる商業施設エージェントの全体集

合を，݊ _ܿ_݈݈ܽ ∈ Գ，ΩሾCሿ ൌ ሼܿଵ,⋯ , ܿ__ሽと定義する．

t 期はじめに仮想都市環境に立地している商業施設エ

ージェントの集合を݁ݐܽܿܮ_ܥ_ܩܣሺݐሻ ⊂ ΩሾCሿと定義す

る． 

 また，t 期に仮想都市環境から撤退する商業施設エ

ージェントの集合をݐ݂݁ܮ_ܥ_ܩܣሺݐሻ ⊂ ሻݐሺ݁ݐܽܿܮ_ܥ_ܩܣ
と定義する．モデルでは，t 期はじめに仮想都市環境

に立地している商業施設エージェントから，t 期に撤

退する商業施設エージェントの差集合，つまり， 

ݐሺ݁ݐܽܿܮ_ܥ_ܩܣ  1ሻ 
ൌ ሻݐሺ݁ݐܽܿܮ_ܥ_ܩܣ ∖  ，ሻݐሺݐ݂݁ܮ_ܥ_ܩܣ

をとることで，(t+1)期のはじめに仮想都市環境に立地

している商業施設エージェントの集合とする．この操

作をステップ毎に繰り返すことで，t 期に仮想都市環

境に立地している商業施設エージェントを定める． 

 t 期初期に立地している商業施設エージェント

ܿ ∈ ሻには，属性が設定される．商業施ݐሺ݁ݐܽܿܮ_ܥ_ܩܣ

設エージェントの属性は，業態・撤退の閾値・立地メ

ッシュである．撤退の閾値とは商業施設エージェント

が都市から撤退する基準値を表し，業態から決定され

る．具体的な商業施設の業態の種類は，ショッピング

センター・スーパー・コンビニエンスストア・中小小

売店である． 

 エージェントの行動の定義 

【世帯エージェント】 

 t 期に仮想都市環境に転入した世帯エージェント

݄_݊ ∈ ሻは，家族類型・世帯主年齢・車保ݐሺݓ݁ܰ_ܪ_ܩܣ

有の有無という自己の属性と各メッシュに存在する公

共施設の規模，商業施設の業態の豊富さ，メッシュ間

の距離(メッシュ間のアクセス性)を見て立地メッシュ

の決定を行う．立地メッシュの決定に際しては，子供

を持っている世帯は学校の近くに立地しやすく，高齢

世帯は病院の近くに立地しやすく，車を保有する世帯

はアクセス性をあまり考慮しないことが仮定される． 

 t 期に仮想都市環境に存在する世帯エージェント

݄ ∈ ሻݐሺ݁ݐܽܿܮ_ܪ_ܩܣ ∪ ሻは，利用する公ݐሺݓ݁ܰ_ܪ_ܩܣ

共施設・商業施設を選択する．ここでは，世帯エージ

ェントは，１つの期にはただひとつの学校・病院・商

業施設を利用すると仮定する．公共施設・商業施設の

選択には，家族類型・世帯主年齢・車保有の有無とい

う自己の属性と公共施設の規模，商業施設の業態，メ

ッシュ間の距離が要因として考慮される．世帯エージ

ェントが利用した公共施設・商業施設には，利用者数・

来客数が定められる． 

 t 期に仮想都市環境に存在する世帯エージェント

݄ ∈ ሻݐሺ݁ݐܽܿܮ_ܪ_ܩܣ ∪ ሻには，利用したݐሺݓ݁ܰ_ܪ_ܩܣ

施設の水準と自己の属性から，効用が算出される．世

帯エージェント݄ ∈ ሻݐሺ݁ݐܽܿܮ_ܪ_ܩܣ ∪ ሻݐሺݓ݁ܰ_ܪ_ܩܣ
は，算出した効用が自己の撤退閾値を下回ると，都市

から転出する． t 期に都市から転出する世帯エージェ

ントの集合がݐ݂݁ܮ_ܪ_ܩܣሺݐሻとなる． 

【商業施設エージェント】 

 t 期に仮想都市環境に存在する商業施設エージェン

ト ܿ ∈ ሻは，自己の施設への来客数を計ݐሺ݁ݐܽܿܮ_ܥ_ܩܣ

算し，来客数に従って撤退の意思決定を行う．t 期に

撤退する商業施設エージェントは，自己の施設への来

客数が，撤退の閾値よりも低くなるような商業施設で
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ある．t 期に撤退する商業施設エージェントの集合が

 ．ሻとなるݐሺݐ݂݁ܮ_ܥ_ܩܣ

3.4 モジュールの定義 

 本節では，モデルに必要な機能である政策シナリオ
決定モジュール・社会資本維持管理コスト決定モジュ
ール・属性別の便益計算モジュールの定義を行う． 

3.4.1 政策シナリオ決定モジュール 

 モデルでは，入力として，いつ・どの公共施設を廃

止するかを政策として決定することができる．廃止が

行われたとき，世帯の公共施設の利用先が変更される． 

 例えば，四日市市では，小学校・中学校は，児童生

徒数に合わせた学校規模の適正化を統廃合によって行

う必要性を提言している 6)．このモジュールによって，

地方自治体は，このような必要性にあわせた学校の統

廃合のシナリオを考えることが可能となる． 

3.4.2 社会資本維持管理コスト決定モジュール 

 仮想都市環境に存在する社会資本には，維持費と更

新費というコストがかかる．維持費は，社会資本の経

過年数と規模により決定され，毎年かかるコスト 3)で

あり，更新費は，社会資本の耐用年数が到来した場合

にかかる費用(更新費[1])と，廃止が決定された場合に

かかる費用(更新費[2])である．これらは，学校・病院・

下水道の社会資本すべてに共通してかかる費用である． 

 モデルには，社会資本の種類に応じて，経過年数と

規模から維持費を算出する関数が定義されている．こ

の関数を利用して，t 期に仮想都市環境に存在するす

べての社会資本に対して，社会資本の維持費を計算す

る． 

 また，モデルには，社会資本の種類に応じて，経過

年数と耐用年数から更新費[1]を決定する関数と，社会

資本の種類毎に更新費[2]を決定する関数が定義され

ている．これらの関数から，t 期に仮想都市環境に存

在するすべての社会資本に対して，社会資本の更新費

を計算する． 

3.4.3 属性別の便益集計モジュール 

 属性別の便益集計モジュールでは，家族類型と世帯

主年齢という属性別に集計された世帯の効用の値(便

益)を計算し出力する．この機能を実現するために，モ

デルに，すべての家族類型変数ݏଵと世帯主年齢変数ݏଶ
という 2 項の属性変数ሺݏଵ, ଶሻ，世帯エージェントとそݏ

の効用値の項からなる集合の変数ܷܣを引数とする関

数ݑܽ_ݐܽ_ݐ݁ݏሺሺݏଵ, ,ଶሻݏ   ．ሻを定義するܷܣ

 関数ݑܽ_ݐܽ_ݐ݁ݏによって，家族類型と世帯主年齢の 2

項からなる属性別に，仮想都市環境に存在する世帯エ

ージェントの便益を計算することが可能となる． 

3.5 モデルの現実世界への適用 

 本モデルは，地方自治体の社会資本マネジメントに
有用であり，システムとして適用可能である．具体的
には，地方中心都市の仮想都市環境を構築するための
GIS データや，将来の世帯数やその構成を推計したデ
ータ 9)などの現実のデータを利用し，政策シナリオ決
定モジュールで統廃合を行う公共施設を設定すれば，
社会資本マネジメント，特に公共施設マネジメントに
関する現実の意思決定の支援が可能となる． 

4 まとめ 

 本研究についてのこれまでのまとめを行う．ここま
では，問題の現状分析と，モデルの設計を行った． 
 今後の展望としては，いまだなされていない部分の
数学的なモデルの定式化を進める．例えば，公共施設
の統合や，世帯の施設利用の集中によるサービス水準
の低下の部分は，モデルに定義されていないため定義
を進めていく． 
 また，定義したモデルに対して，架空の都市を設定
し，シミュレーションを行う．その結果から，構築し
たシミュレーションモデルが期待通りの振る舞いをし
ているかを確認する(モデルの正当性の検証)． モデル
の振る舞いの正当性を確認したのち，現実都市に応用
し，モデルの有用性を検討する． 
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